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1. はじめに 

1.1 背景 

1.1.1 人工知能（AI）の進化と社会的影響 

人工知能（AI）は、近年急速に進化を遂げ、社会のあらゆる分野においてその影響力を拡大しています。特に、生成 AI

の登場により、AI 技術は単なる効率化ツールから、創造的な活動や意思決定を支援する存在へと変貌を遂げています。

例えば、OpenAI 社の「ChatGPT」や画像生成 AI の普及により、文章作成やデザイン、さらには医療診断や教育分野に

おける応用が進んでいます[6][27]。 

一方で、AI の進化は新たな社会的課題も生み出しています。生成 AI による誤情報（ハルシネーション）の拡散やディー

プフェイク技術の悪用、さらには AI が学習するデータの偏りによる差別やバイアスの問題が顕在化しています[27][34]。

これらのリスクは、個人の権利侵害や社会的混乱を引き起こす可能性があり、AI 技術の適正な利用を確保するための規

制やガイドラインの必要性が高まっています[6][27]。 

さらに、AI 技術の進化は経済や安全保障にも大きな影響を与えています。AI は新たな産業を創出し、既存の産業構造を

変革する一方で、サイバー攻撃や偽情報キャンペーンなど、安全保障上のリスクも増大させています[6][30]。これらの背

景から、AI 技術の適正な利用を促進しつつ、リスクを管理するための法的枠組みが求められています。 

1.1.2 日本における AI 法案の必要性 

日本においても、AI 技術の進化に伴う課題と機会に対応するため、AI 法案の必要性が高まっています。特に、生成 AI の

普及により、偽情報の拡散や個人情報の漏洩、著作権侵害などのリスクが顕在化しており、これらに対処するための法的

枠組みが求められています[6][30][33]。 



日本では、これまで AI 技術の利用に関してはガイドラインや自主規制を中心とした対応が行われてきましたが、欧米諸

国における法規制の進展を受け、より包括的な法制度の整備が必要とされています[6][30]。例えば、EU では AI 法（AI 

Act）が制定され、リスクベースのアプローチに基づく厳格な規制が導入されています。一方で、日本の AI 法案は、技術

革新を阻害しない柔軟な規制を目指しており、ソフトローを中心としたアプローチを採用しています[6][8][30]。 

また、日本は AI 技術の国際競争力を高めるためにも、法的枠組みの整備が重要です。現在、日本の AI 関連投資額や利用

率は他国に比べて低い水準にあり、これを改善するためには、適切な規制と支援策を組み合わせた政策が必要とされてい

ます[6][33]。さらに、国際的なルール形成においても、日本が積極的に関与するためには、国内での法整備が不可欠です

[6][30]。 

1.1.3 他国の AI 規制動向との比較 

他国における AI 規制の動向を見てみると、各国がそれぞれの社会的背景や政策目標に基づいて異なるアプローチを採用

していることがわかります。 

EU は、AI 法（AI Act）を通じて、リスクベースのアプローチに基づく厳格な規制を導入しています。この法案では、AI

システムをリスクレベルに応じて分類し、高リスク AI には透明性や説明責任、データ品質の確保を義務付けています。

また、違反に対しては高額な罰金が科される可能性があり、規制の厳格さが特徴です[6][8][12][20]。 

一方、米国では、連邦レベルでの包括的な AI 規制は存在せず、州ごとに異なる規制が進められています。例えば、カリ

フォルニア州では選挙関連の偽情報対策として、生成 AI によるコンテンツの透明性を確保する規制が導入されていま

す。また、米国は業界主導の自主規制を重視しており、技術革新を促進する姿勢が強調されています[6][8][44]。 

中国は、国家主導で AI 技術の開発と規制を進めており、アルゴリズムの透明性やデータ管理を重視しています。また、

未成年者保護や個人情報保護に特化した規制も導入されており、国家安全保障の観点から厳格な管理が行われています

[6][8][45]。 

これらの動向と比較すると、日本の AI 法案は、ソフトローを中心とした柔軟な規制を採用しており、技術革新を阻害し

ないことを重視しています。しかし、罰則規定の欠如や具体的なリスク管理策の不足が課題として指摘されており、他国

の規制との整合性をどのように確保するかが今後の課題となります[6][8][30][33]。 

1.2 本章の目的 

1.2.1 日本の AI 法案の概要と特徴の整理 

本章では、まず日本の AI 法案の概要とその特徴を整理します。この法案は、AI 技術の適正な研究開発と活用を促進し、

国民生活の向上と経済成長を両立させることを目的としています[6][30]。具体的には、AI 戦略本部の設置や基本計画の策

定、悪質事業者への対応、研究開発の推進、国民の権利保護などが盛り込まれています[6][30][33]。 



また、日本の AI 法案は、ソフトローを中心とした柔軟な規制を採用しており、技術革新を阻害しないことを重視してい

ます。この点で、EU の厳格な規制や中国の国家主導型規制とは異なるアプローチを取っています[6][8][30]。 

1.2.2 他国の AI 法案との比較分析 

次に、他国の AI 法案との比較分析を行います。EU の AI 法は、リスクベースのアプローチに基づく厳格な規制を特徴と

しており、高リスク AI には透明性や説明責任、データ品質の確保を義務付けています[6][8][12][20]。一方、米国は業界主

導の自主規制を重視しており、州ごとに異なる規制が進められています[6][8][44]。中国は、国家主導で AI 技術の開発と

規制を進めており、アルゴリズムの透明性やデータ管理を重視しています[6][8][45]。 

これらの動向と比較すると、日本の AI 法案は、柔軟性を重視した規制アプローチを採用しており、技術革新とリスク管

理のバランスを取る点で評価されています。しかし、罰則規定の欠如や具体的なリスク管理策の不足が課題として指摘さ

れており、他国の規制との整合性をどのように確保するかが今後の課題となります[6][8][30][33]。 

1.2.3 AI 法案の課題と今後の展望 

最後に、日本の AI 法案の課題と今後の展望について考察します。日本の AI 法案は、柔軟性を重視した規制アプローチを

採用しているものの、罰則規定の欠如や具体的なリスク管理策の不足が課題として指摘されています[6][30][33]。また、

国際基準との整合性や高リスク分野への対応強化が求められています[6][8][30]。 

今後は、これらの課題に対応するための法整備や技術開発、国際協力の強化が必要です。また、国民の安全を確保しつ

つ、技術革新を促進するためのバランスの取れた政策が求められています[6][30][33]。さらに、国際的なルール形成にお

いても、日本が積極的に関与することが重要です[6][30]。 

2. 日本の AI 法案の概要 

2.1 法案の目的と基本理念 

2.1.1 AI 技術の適正な研究開発と活用 

日本の AI 法案は、AI 技術の適正な研究開発と活用を通じて、社会的課題の解決と技術革新の促進を目指している。この

法案では、AI 技術が経済社会の基盤であり、安全保障の観点からも重要な技術であると位置付けられている[1][6]。具体

的には、AI 技術の基礎研究から応用までの各段階において、透明性と倫理性を確保しつつ、適正かつ効果的な活用を推

進することが求められている[1][6]。 



また、AI 技術の不正利用や不適切な方法による研究開発を防ぐため、ガイドラインや指針を整備し、事業者や研究者が

遵守すべき基準を明確にしている[1][6]。これにより、AI 技術が犯罪や個人情報漏洩、著作権侵害などのリスクを助長す

ることを防ぎ、社会的信頼を確保することを目指している[1][6]。 

2.1.2 国民生活の向上と経済成長の両立 

AI 法案のもう一つの重要な目的は、AI 技術を活用して国民生活の向上と経済成長を両立させることである。AI 技術は、

行政事務や民間事業の効率化、新産業の創出を通じて、国民生活の利便性を向上させる可能性を秘めている[1][6]。例え

ば、医療、教育、交通、農業などの分野で AI 技術を活用することで、サービスの質を向上させるとともに、社会的課題

の解決に寄与することが期待されている[1][6]。 

さらに、AI 技術の活用は、経済成長のエンジンとしても機能する。日本の AI 法案は、国内外の投資を促進し、AI 関連産

業の国際競争力を高めるための施策を盛り込んでいる[1][6]。これにより、AI 技術が日本経済の持続的な発展に寄与する

ことを目指している[1][6]。 

2.1.3 安全保障と倫理的観点の重視 

AI 技術は、安全保障の観点からも重要な技術とされており、日本の AI 法案ではこの点が特に強調されている。AI 技術が

軍事やサイバーセキュリティの分野で利用される可能性があるため、その適正な利用を確保することが求められている

[1][6]。また、AI 技術の開発と活用においては、倫理的な観点や透明性の確保が不可欠であるとされている[1][6]。 

具体的には、AI 技術が人権侵害や差別を助長しないよう、倫理的な基準を設けることが重要視されている[1][6]。さら

に、AI 技術の透明性を確保するため、アルゴリズムの説明可能性やデータの管理体制を整備することが求められている

[1][6]。 

2.2 法案の主な内容 

2.2.1 AI 戦略本部の設置 

2.2.1.1 本部の役割と構成 

日本の AI 法案では、内閣に「AI 戦略本部」を設置することが規定されている。この本部は、AI 政策の司令塔として機能

し、政府全体での AI 関連施策の推進を統括する役割を担う[1][6]。本部長は首相が務め、副本部長には官房長官と AI 戦略

担当大臣が任命される予定である[1][6]。 

AI 戦略本部の構成には、各省庁の代表者や専門家が含まれ、幅広い視点から政策を策定・実施する体制が整えられる



[1][6]。これにより、AI 技術の研究開発や活用に関する施策が一貫性を持って進められることが期待されている[1][6]。 

2.2.1.2 基本計画の策定と更新 

AI 戦略本部は、毎年「AI 基本計画」を策定し、政府全体で推進すべき施策を明示する役割を担う[1][6]。この基本計画に

は、AI 技術の研究開発、社会実装、リスク管理、国際協力など、幅広い分野にわたる具体的な施策が盛り込まれる

[1][6]。 

また、技術の進展や社会的ニーズの変化に対応するため、基本計画は定期的に見直され、更新される仕組みが設けられて

いる[1][6]。これにより、AI 政策が時代の要請に応じて柔軟に対応できる体制が整えられる[1][6]。 

2.2.2 悪質事業者への対応 

2.2.2.1 偽情報拡散や人権侵害への対策 

AI 法案では、生成 AI を悪用した偽情報の拡散や人権侵害、サイバー攻撃などのリスクに対応するための施策が盛り込ま

れている[2][3][5]。具体的には、政府が悪質な事業者に対して調査を行い、その結果に基づいて指導や助言を行う仕組み

が設けられている[2][3][5]。 

また、偽情報やディープフェイクによる社会的混乱を防ぐため、AI 技術の透明性を確保し、利用者が生成物の出所を確

認できる仕組みを整備することが求められている[2][3][5]。 

2.2.2.2 事業者名公表の仕組み 

悪質な事業者に対しては、事業者名を公表する仕組みが導入されている[2][3][5]。この措置は、罰則規定を設けない代わ

りに、社会的な抑止力を高めることを目的としている[2][3][5]。事業者名の公表は、国民の安全を確保し、AI 技術の適正

な利用を促進するための重要な手段とされている[2][3][5]。 

2.2.3 研究開発と活用の推進 

2.2.3.1 基礎研究から応用までの支援 

AI 法案では、基礎研究から応用研究までの幅広い段階において、研究開発を支援する施策が盛り込まれている[1][6]。こ

れには、大学や研究機関、企業が連携して研究を進めるための資金援助やインフラ整備が含まれる[1][6]。 

また、AI 技術の社会実装を促進するため、実証実験やパイロットプロジェクトの実施が奨励されている[1][6]。これによ

り、AI 技術が実際の社会課題の解決にどのように役立つかを検証する機会が提供される[1][6]。 



2.2.3.2 国際規範に基づく指針の整備 

日本の AI 法案は、国際的な規範やガイドラインに基づいて、AI 技術の適正な利用を促進する指針を整備することを目指

している[1][6]。これにより、日本が国際社会における AI 技術のリーダーシップを発揮し、国際的なルール形成に貢献す

ることが期待されている[1][6]。 

2.2.4 国民の権利保護 

2.2.4.1 個人情報漏洩や著作権侵害の防止 

AI 法案では、個人情報漏洩や著作権侵害など、AI 技術の利用に伴うリスクを防ぐための施策が盛り込まれている[1][6]。

これには、データの管理体制の強化や、著作権保護のための技術的措置が含まれる[1][6]。 

2.2.4.2 不正利用の抑止 

AI 技術の不正利用を抑止するため、事業者や利用者に対して適切な教育や啓発活動が行われる[1][6]。また、AI 技術の利

用に関する倫理的な基準を設け、社会的な信頼を確保することが求められている[1][6]。 

2.3 背景と意義 

2.3.1 生成 AI の急速な進化 

生成 AI の急速な進化は、AI 法案の背景にある重要な要因の一つである。例えば、ChatGPT のような生成 AI は、情報生

成や自動化の分野で大きな可能性を秘めている一方で、偽情報の拡散やプライバシー侵害などのリスクも顕在化している

[6][9]。 

2.3.2 国際的な動向と日本の立場 

欧州連合（EU）の AI 法（AI Act）や米国の自主規制、中国の国家主導型規制など、国際的な AI 規制の動向は、日本の AI

法案に大きな影響を与えている[6][9]。日本は、これらの動向を踏まえつつ、独自の規制枠組みを構築することで、国際

社会におけるリーダーシップを発揮することを目指している[6][9]。 

2.3.3 国内の課題と法案の意義 

日本国内では、AI 技術の利用率や投資額が低い傾向にあり、技術革新とリスク対応の両立が課題となっている[6][9]。AI



法案は、これらの課題を解決し、AI 技術が日本社会において持続可能な形で発展するための基盤を提供することを目指

している[6][9]。 

2.4 今後の展望 

2.4.1 AI 戦略本部を中心とした施策の推進 

AI 戦略本部を中心に、AI 技術の研究開発や社会実装を推進するための施策が展開される[1][6]。これには、基本計画の策

定や更新、国際協力の推進が含まれる[1][6]。 

2.4.2 国際競争力向上のための取り組み 

日本の AI 法案は、国際競争力を高めるための施策を重視している[1][6]。これには、国際的なルール形成への積極的な関

与や、AI 関連産業の育成が含まれる[1][6]。 

2.4.3 国民の安全確保と技術革新の両立 

AI 法案は、国民の安全を確保しつつ、技術革新を促進することを目指している[1][6]。これにより、AI 技術が社会的課題

の解決に寄与し、持続可能な形で発展することが期待されている[1][6]。 

3. 他国の AI 法案との比較 

3.1 日本の AI 法案の特徴 

3.1.1 ソフトローアプローチの採用 

日本の AI 法案は、法的拘束力のある「ハードロー」ではなく、ガイドラインや倫理原則を中心とした「ソフトロー」を

採用している点が特徴的です。このアプローチは、技術革新を阻害せず、事業者の自主的な取り組みを促進することを目

的としています[1][2]。例えば、経済産業省や総務省が策定した「AI 事業者ガイドライン」では、AI の開発者、提供者、

利用者に向けた指針を示し、透明性や倫理性を確保するための自主的な取り組みを推奨しています[3][4]。 

このソフトローアプローチは、技術の進化が急速である AI 分野において、規制が技術革新を妨げるリスクを軽減するた

めに採用されています[5]。一方で、強制力がないため、悪質な事業者への対応やリスク管理の実効性に課題が残ると指摘

されています[6]。 



3.1.2 規制と技術革新の両立 

日本の AI 法案は、規制と技術革新のバランスを取ることを目指しています。生成 AI の急速な進化に伴い、偽情報の拡散

や人権侵害といったリスクが顕在化している一方で、AI 技術の活用による経済成長や社会課題の解決が期待されていま

す[7][8]。 

具体的には、悪質な事業者に対する調査や事業者名の公表といった措置を導入しつつ、罰則規定を設けないことで、過度

な規制によるイノベーションの阻害を防いでいます[9][10]。また、AI 戦略本部を設置し、基本計画を毎年更新すること

で、技術の進化に柔軟に対応する仕組みを整えています[11]。 

3.1.3 国際協調と独自性の両立 

日本の AI 法案は、国際的なルール形成に積極的に関与しつつ、日本独自の規制枠組みを構築することを目指していま

す。G7 広島サミットで提唱された「広島 AI プロセス」や OECD の国際指針を参考にしながら、日本の産業構造や社会

的背景に適した政策を展開しています[12][13]。 

例えば、国際的な規範に基づく指針を整備しつつ、国内の AI 技術の研究開発を支援する施策を講じています[14]。これに

より、国際的な競争力を維持しながら、日本独自の技術革新を推進することを目指しています[15]。 

3.1.4 倫理と透明性の重視 

日本の AI 法案は、倫理的な観点や透明性の確保を重視しています。AI 技術の不正利用や偽情報拡散を防ぐため、事業者

に対して透明性の確保や適正な研究開発を求めています[16][17]。 

また、AI が生成したコンテンツの出所を明示する義務や、個人情報保護の強化といった措置を通じて、国民の権利保護

を図っています[18][19]。これにより、AI 技術の信頼性を高め、社会的受容性を向上させることを目指しています[20]。 

3.2 他国の AI 法案の概要 

3.2.1 EU の AI 法案（AI Act） 

3.2.1.1 リスクベースアプローチ 

EU の AI 法案（AI Act）は、リスクベースアプローチを採用しており、AI システムをリスクレベルに応じて分類し、それ

ぞれに異なる規制を適用しています[21][22]。具体的には、「容認できないリスク」「高リスク」「限定的リスク」「最

小リスク」の 4 段階に分類され、特に高リスク AI には厳格な規制が課されています[23][24]。 

このアプローチは、AI 技術の多様性とリスクの特性に応じた柔軟な規制を可能にし、技術革新を促進しつつ、社会的リ



スクを最小限に抑えることを目的としています[25][26]。 

3.2.1.2 高リスク AI への厳格な規制 

高リスク AI には、透明性や説明責任、データ品質の確保が義務付けられています。例えば、医療や教育、公共サービス

といった分野で使用される AI システムは、第三者による適合性評価を受ける必要があります[27][28]。 

また、生成 AI によるコンテンツには、その生成元を明示する義務が課されており、フェイクニュースやディープフェイ

クといったリスクへの対応が強化されています[29][30]。 

3.2.1.3 罰則規定と透明性義務 

EU の AI 法案は、違反に対して厳格な罰則規定を設けています。例えば、最大 3,500 万ユーロまたは企業の年間売上高の

7%のいずれか高い金額が罰金として科される可能性があります[31][32]。 

さらに、AI システムの開発者や提供者には、透明性や説明責任を果たす義務が課されており、これにより AI 技術の信頼

性と安全性が確保されています[33][34]。 

3.2.2 米国の AI 規制 

3.2.2.1 州ごとの規制と自主性重視 

米国では、連邦レベルでの包括的な AI 規制は存在せず、州ごとに異なる規制が進められています。例えば、カリフォル

ニア州では、選挙期間中の生成 AI による偽情報の拡散を防ぐため、SNS プラットフォームに対して偽情報の削除やラベ

ル付けを義務付けています[35][36]。 

また、米国は業界の自主的な取り組みを重視しており、大手 AI 企業が自主的にリスク管理や透明性向上に取り組む誓約

を行っています[37][38]。 

3.2.2.2 選挙関連規制とフェアユース 

米国では、選挙関連の偽情報対策が特に注目されています。例えば、選挙広告においては、AI 生成物であることを明示

する義務が課されています[39][40]。 

また、著作権法第 107 条に基づき、生成 AI が学習に利用する著作物がフェアユースに該当するかどうかが議論されてい

ます[41][42]。 

3.2.2.3 業界主導の自主的取り組み 



米国では、業界主導の自主的な取り組みが進められています。例えば、大手 AI 企業が透明性や倫理性を確保するための

ガイドラインを策定し、リスク管理を強化しています[43][44]。 

3.2.3 中国の AI 規制 

3.2.3.1 国家主導の厳格な規制 

中国は、国家主導で AI 技術の開発と規制を進めています。例えば、生成 AI のアルゴリズムに対して透明性や説明責任を

求める規制が強化されています[45][46]。 

また、越境データ移転の制限や国内サーバーでのデータ保存が義務付けられており、データ保護が重視されています

[47][48]。 

3.2.3.2 アルゴリズム透明性とデータ管理 

中国では、アルゴリズムの透明性を確保するため、AI システムの開発者に対して詳細な情報開示を求めています。ま

た、データ管理においては、個人情報保護法に基づき、厳格な規制が適用されています[49][50]。 

3.2.3.3 未成年者保護と著作権対応 

中国は、未成年者への影響を最小限に抑えるため、生成 AI の利用に関する特別な規制を設けています。また、AI 生成物

に対する著作権保護を認める裁判例が示されており、AI ツールを使用する人間の創造的寄与が重視されています

[51][52]。 

3.3 日本の法案の柔軟性と評価 

3.3.1 ソフトローの利点と限界 

日本の AI 法案は、ソフトローを採用することで、技術革新を阻害せず、企業や研究機関が迅速に新技術を開発・導入で

きる環境を提供しています[53][54]。一方で、強制力がないため、悪質な AI 利用やリスクの高い分野への対応が不十分に

なる可能性があります[55][56]。 

3.3.2 アジャイルガバナンスの導入 

日本は「アジャイルガバナンス」の概念を取り入れ、技術の進化に応じて規制を迅速かつ柔軟に調整する仕組みを目指し

ています[57][58]。これにより、固定的な規制では対応しきれない新たな課題にも適応可能です[59][60]。 



3.3.3 他国との比較における柔軟性の評価 

日本の AI 法案は、EU のような厳格な規制や、中国の国家主導型規制とは異なり、柔軟性を重視したアプローチを採用し

ています[61][62]。これにより、国際的な規制動向に柔軟に対応できるため、グローバル市場での競争力を維持しやすい

と評価されています[63][64]。 

一方で、罰則規定の欠如や具体的なリスク管理策の不足が課題として指摘されており、国際基準との整合性をどのように

確保するかが今後の課題となります[65][66]。 

4. 日本の AI 法案の課題 

4.1 規制の柔軟性とその限界 

4.1.1 強制力の欠如 

日本の AI 法案は、ソフトロー（Soft Law）を中心としたアプローチを採用しており、ガイドラインや自主規制を重視し

ています。この柔軟性は、技術革新を阻害しないという利点がある一方で、強制力の欠如が課題として指摘されていま

す。具体的には、悪質な AI 利用や高リスク分野への対応が不十分になる可能性があります[19][20]。 

例えば、生成 AI を利用した偽情報の拡散やディープフェイクによる詐欺行為など、社会的影響が大きい問題に対して、

現行の法案では罰則規定が設けられていません。このため、悪質な事業者に対する抑止力が弱く、実効性に疑問が残ると

の批判があります[30][31]。また、事業者名の公表という措置は一定の抑止効果を期待されていますが、これだけでは十

分な対応とは言えません[32]。 

さらに、既存の法律やガイドラインに基づく対応では、生成 AI の急速な進化に伴う新たなリスクに対応しきれない可能

性があります。例えば、ディープフェイク技術を用いた偽情報の拡散や、AI による差別的な判断が社会問題化している

中で、強制力のある規制が求められています[34][36]。 

4.1.2 国際基準との整合性 

日本の AI 法案は、国際的な規制基準との整合性においても課題を抱えています。特に、EU の AI 法（AI Act）や米国の州

ごとの規制と比較すると、日本の法案は柔軟性を重視しているものの、国際基準とのギャップが指摘されています

[21][22]。 

EU の AI 法は、リスクベースアプローチを採用し、高リスク AI に対して厳格な規制を課しています。例えば、生成 AI に

よるコンテンツには透明性義務が課され、違反した場合には高額な罰金が科される可能性があります[37][38]。一方で、



日本の法案は罰則規定を設けておらず、国際市場で活動する日本企業にとって、異なる規制基準への対応が負担となる可

能性があります[31][34]。 

また、G7 広島サミットで提唱された「広島 AI プロセス」や OECD の国際指針を参考にしているものの、具体的な規制

内容や実施方法においては、他国と比較して遅れを取っているとの指摘があります[15][28]。このような状況は、日本が

国際的なルール形成において影響力を発揮する上での障害となる可能性があります[26][27]。 

4.2 リスク管理の不十分さ 

4.2.1 生成 AI の誤情報リスク 

生成 AI による誤情報リスクは、日本の AI 法案における重要な課題の一つです。生成 AI は、事実に基づかない情報をも

っともらしく生成する「ハルシネーション」や、ディープフェイク技術を用いた偽情報の拡散といったリスクを抱えてい

ます[27][34]。 

日本の法案では、悪質な事業者名の公表や技術開発の推進といった対応策が盛り込まれていますが、罰則規定がないた

め、実効性に疑問が残ります[30][31][32]。例えば、SNS 上で生成 AI を利用した偽情報が拡散された場合、事業者名の公

表だけでは被害の拡大を防ぐことが難しいとされています[34]。 

また、生成 AI による誤情報リスクに対する具体的な管理策が不足している点も課題です。例えば、EU では生成 AI によ

るコンテンツに対して透明性義務を課し、生成元を明示することを義務付けていますが、日本の法案にはこのような具体

的な規定が含まれていません[37][38]。 

4.2.2 バイアスや差別のリスク 

生成 AI が学習データの偏りに基づいて差別的な判断を下すリスクも、日本の AI 法案における重要な課題です。例えば、

採用プロセスやクレジットスコアリングにおいて、AI が特定の属性に基づいて不公平な判断を下す可能性があります

[24][27]。 

日本の法案では、AI の透明性や倫理性を確保するためのガイドラインが示されていますが、具体的なリスク管理策や罰

則規定が不足しているため、実効性に疑問が残ります[30][34]。また、国際的な規制基準と比較しても、日本の法案はバ

イアスや差別のリスクに対する対応が遅れているとの指摘があります[21][22]。 

4.3 国際競争力の維持 

4.3.1 規制の遅れとその影響 



日本の AI 法案は、規制の遅れが国際競争力に与える影響についても課題を抱えています。例えば、EU や米国、中国など

が AI 規制を進める中で、日本の規制はガイドライン中心であり、包括的な法整備が遅れていると指摘されています

[19][25]。 

この遅れは、日本企業が国際市場で競争力を維持する上での障害となる可能性があります。特に、EU の AI 法が施行され

ることで、日本企業は EU 市場での活動において厳格な規制に対応する必要があり、追加のコストやリソースが求められ

る可能性があります[21][26]。 

4.3.2 国際ルール形成への影響力 

日本の AI 法案は、国際ルール形成への影響力においても課題を抱えています。G7 広島サミットで提唱された「広島 AI

プロセス」や OECD の国際指針に基づき、国際的なルール形成に貢献する姿勢を示していますが、具体的な成果は限定

的です[15][28]。 

例えば、EU の AI 法が国際的な標準となる中で、日本の柔軟な規制アプローチは、国際的なルール形成において影響力を

発揮する上での障害となる可能性があります[26][27]。また、国際的な規制基準との整合性を確保するための具体的な取

り組みが不足している点も課題です[31][34]。 

4.4 罰則規定の欠如 

4.4.1 悪質事業者への対応の限界 

日本の AI 法案では、悪質な事業者に対する罰則規定が設けられていないため、対応の限界が指摘されています。例え

ば、生成 AI を利用した偽情報の拡散や人権侵害に対して、事業者名の公表という措置だけでは十分な抑止効果を期待す

ることが難しいとされています[30][31][32]。 

また、EU の AI 法では、違反に対して高額な罰金が科される可能性がある一方で、日本の法案にはこのような厳格な規定

が含まれていません[37][38]。このため、悪質な事業者に対する対応が不十分であるとの批判があります[31][34]。 

4.4.2 EU との比較における課題 

EU の AI 法と比較すると、日本の AI 法案は罰則規定の欠如が顕著です。EU では、生成 AI によるリスクに対して透明性

義務や罰則規定を設けており、違反した場合には高額な罰金が科される可能性があります[37][38]。 

一方で、日本の法案は罰則規定を設けておらず、事業者名の公表という措置にとどまっています。このため、国際的な規

制基準と比較して、日本の法案は実効性に欠けるとの指摘があります[31][34]。 



4.5 環境負荷への対応 

4.5.1 計算リソースとエネルギー消費の増大 

生成 AI の利用拡大に伴い、計算リソースの増大やエネルギー消費の増加が環境負荷として問題視されています。例え

ば、大規模な AI モデルのトレーニングには膨大な計算リソースが必要であり、これがエネルギー消費の増大につながっ

ています[27][34]。 

日本の AI 法案では、環境負荷に対する具体的な対策が示されていないため、この点が課題として指摘されています。例

えば、EU では、AI の利用に伴う環境負荷を軽減するための具体的な施策が進められていますが、日本の法案にはこのよ

うな取り組みが含まれていません[37][38]。 

4.5.2 環境負荷軽減のための施策不足 

日本の AI 法案は、環境負荷軽減のための施策が不足している点も課題です。例えば、生成 AI の利用に伴うエネルギー消

費を削減するための具体的な取り組みや、再生可能エネルギーの利用促進といった施策が求められています[27][34]。 

また、国際的な規制基準と比較しても、日本の法案は環境負荷軽減に対する対応が遅れているとの指摘があります。例え

ば、EU では、AI の利用に伴う環境負荷を軽減するための具体的な施策が進められていますが、日本の法案にはこのよう

な取り組みが含まれていません[37][38]。 

5. 生成 AI のリスクと対応策 

5.1 日本の法案における生成 AI リスクへの対応 

5.1.1 事業者名公表の仕組み 

日本の AI 法案では、生成 AI がもたらすリスクに対応するため、悪質な事業者名を公表する仕組みが導入されています。

この仕組みは、生成 AI を悪用した偽情報の拡散や人権侵害、サイバー攻撃などのリスクを抑止することを目的としてい

ます[2][3]。具体的には、以下のようなプロセスが規定されています。 

1. 調査と情報収集: 政府は、生成 AI を利用した悪質な事案が発生した場合、関係省庁が調査を行い、事業者の行為が

悪質であるかどうかを判断します。この調査には、事業者からの情報提供の要請も含まれます[3][31]。 

2. 指導と助言: 調査の結果、悪質な行為が確認された場合、政府は事業者に対して指導や助言を行います。この段階

で改善が見られない場合、次のステップに進みます[30][33]。 



3. 事業者名の公表: 改善が見られない場合、政府は事業者名を公表します。この措置は、罰則を伴わないものの、社

会的な抑止力を期待しています[3][31]。 

この仕組みは、過度な規制がイノベーションを阻害するリスクを避けつつ、生成 AI の悪用を抑止するためのバランスを

取ることを目指しています。しかし、罰則規定がないため、実効性に関しては議論の余地があるとされています

[30][33]。 

5.1.2 技術開発と透明性確保 

日本の法案では、生成 AI のリスクを軽減するために、技術開発と透明性の確保が重要な柱とされています。具体的には

以下の取り組みが挙げられます。 

1. 生成 AI の識別技術の開発: 偽情報やディープフェイクの拡散を防ぐため、生成 AI が作成したコンテンツを識別す

る技術の開発が進められています。これには、生成 AI によるコンテンツに「AI 生成物」であることを明示する仕

組みが含まれます[34][36]。 

2. 透明性の向上: 生成 AI の開発者や提供者に対して、アルゴリズムの透明性を確保することが求められています。こ

れにより、生成 AI がどのようなデータを基に学習し、どのようなプロセスでコンテンツを生成しているのかを明

らかにすることが期待されています[3][34]。 

3. リテラシー向上: 国民や事業者に対して、生成 AI のリスクとその対策についての教育や啓発活動が行われていま

す。これにより、生成 AI の利用者がリスクを認識し、適切に対応できるようになることを目指しています

[34][36]。 

これらの取り組みは、生成 AI のリスクを軽減しつつ、その利便性を最大限に活用するための基盤を構築することを目的

としています。 

5.1.3 国際協力の推進 

生成 AI のリスクは国境を越えて広がるため、日本は国際協力を通じてリスク管理を強化する方針を掲げています。具体

的には以下の取り組みが進められています。 

1. 広島 AI プロセス: G7 広島サミットで提唱された「広島 AI プロセス」に基づき、生成 AI に関する国際的なルール

の策定に積極的に参画しています。このプロセスでは、生成 AI の透明性や倫理性を確保するための国際指針が議

論されています[7][15]。 

2. 国際規範の整備: 日本は OECD や国連などの国際機関と連携し、生成 AI に関する国際規範の整備を進めています。

これにより、国際的な基準に基づいたリスク管理が可能となります[7][15]。 

3. 技術協力: 他国と連携して生成 AI のリスク管理技術を開発し、共有する取り組みが進められています。これには、

生成 AI の識別技術やリスク評価手法の共同開発が含まれます[7][15]。 



これらの国際協力の取り組みは、生成 AI のリスクをグローバルに管理し、国際社会全体で安全性を確保することを目指

しています。 

5.2 他国の生成 AI リスクへの対応 

5.2.1 EU の対応策 

5.2.1.1 生成 AI の透明性義務 

EU の AI 法（AI Act）は、生成 AI に対して厳格な透明性義務を課しています。この義務は、生成 AI が作成したコンテン

ツが明確に識別されることを目的としています。 

1. 生成物の明示: 生成 AI によるコンテンツには、「AI 生成物」であることを明示することが義務付けられています。

これにより、利用者が生成 AI によるコンテンツであることを認識できるようになります[37][42]。 

2. アルゴリズムの透明性: 生成 AI のアルゴリズムに関する情報を公開することが求められています。これには、学習

データの出所やアルゴリズムの設計原則が含まれます[37][42]。 

3. リスク評価: 生成 AI のリスクを評価し、その結果を公表することが義務付けられています。これにより、生成 AI

の利用に伴うリスクが明確化されます[37][42]。 

5.2.1.2 著作権保護と罰則規定 

EU の AI 法では、生成 AI による著作権侵害を防ぐための規定が設けられています。 

1. 著作権保護: 生成 AI が学習に利用するデータについて、著作権者の許可を得ることが義務付けられています。ま

た、生成 AI が作成したコンテンツが著作権を侵害していないことを証明する責任が事業者に課されています

[37][42]。 

2. 罰則規定: 違反した場合には、高額な罰金が科される可能性があります。具体的には、年間売上高の 7%または

3,500 万ユーロのいずれか高い金額が罰金として科されることが規定されています[37][42]。 

これらの規定は、生成 AI の利用に伴うリスクを最小限に抑えつつ、著作権保護を強化することを目的としています。 

5.2.2 米国の対応策 

5.2.2.1 選挙関連規制 

米国では、生成 AI が選挙に与える影響を抑えるため、特に選挙関連の規制が強化されています。 

1. 偽情報の削除: カリフォルニア州では、選挙期間中に生成 AI を利用した偽情報の削除を SNS プラットフォームに



義務付けています。また、生成 AI による選挙広告には、その旨を明示することが求められています[44]。 

2. ラベル付け: 選挙関連の生成 AI コンテンツには、虚偽であることを知らせるラベルを付けることが義務付けられて

います。これにより、有権者が誤解を避けることが期待されています[44]。 

5.2.2.2 自主的取り組みとフェアユース 

米国では、生成 AI のリスク管理において、事業者の自主的な取り組みが重視されています。 

1. 自主規制: 大手 AI 企業が自主的に生成 AI のリスク管理や透明性向上に取り組む誓約を行っています。これには、

生成 AI の利用に関するガイドラインの策定や、リスク評価の実施が含まれます[39][44]。 

2. フェアユース: 米国著作権法では、生成 AI が学習に利用するデータについて、フェアユースの範囲内での利用が認

められています。ただし、この範囲はケースバイケースで判断されるため、法的な不確実性が残っています

[39][44]。 

5.2.3 中国の対応策 

5.2.3.1 アルゴリズム規制と個人情報保護 

中国では、生成 AI のアルゴリズムに対する規制と個人情報保護が強化されています。 

1. アルゴリズムの透明性: 生成 AI のアルゴリズムに関する情報を公開することが義務付けられています。これには、

アルゴリズムの設計原則や学習データの出所が含まれます[45][46]。 

2. 個人情報保護: 生成 AI が収集する個人情報について、厳格な管理とデータ保護が義務付けられています。また、越

境データ移転には制限があり、国内サーバーでのデータ保存が求められています[45][46]。 

5.2.3.2 未成年者保護と国家主導の管理 

中国では、生成 AI の利用が未成年者に与える影響を最小限に抑えるため、特別な規制が設けられています。 

1. 未成年者保護: 未成年者が生成 AI を利用する際の制限が設けられています。これには、利用時間の制限や、適切な

コンテンツの提供が含まれます[45][46]。 

2. 国家主導の管理: 中国政府は、生成 AI の開発と利用を国家主導で管理しています。これには、生成 AI のインフラ

整備や、リスク管理技術の開発が含まれます[45][46]。 

5.3 日本の対応策の評価と課題 

5.3.1 罰則規定の欠如と実効性 



日本の法案では、生成 AI のリスク管理において罰則規定が設けられていないため、その実効性に疑問が残ります。他国

と比較すると、特に EU のような厳格な罰則規定がない点が課題とされています[30][33]。 

5.3.2 リスク管理策の具体性不足 

日本の法案では、生成 AI のリスク管理策が具体的に示されていないため、実際の運用において不確実性が残ります。特

に、生成 AI による誤情報やディープフェイクのリスクに対する具体的な対応策が求められています[34][36]。 

5.3.3 国際基準との整合性 

日本の法案は、国際基準との整合性を確保する必要があります。特に、EU や米国、中国の規制と比較すると、日本のア

プローチは柔軟性が高いものの、国際的な競争力を維持するためには、他国の規制に対応する必要があります

[7][15][37]。 

6. 結論 

6.1 日本の AI 法案の意義 

6.1.1 技術革新と社会的課題の両立 

日本の AI 法案は、技術革新と社会的課題の解決を両立させることを目的としており、その意義は多岐にわたる。まず、

AI 技術の適正な研究開発と活用を通じて、行政や民間事業の効率化、新産業の創出を促進することが期待されている

[1][6]。例えば、生成 AI の進化により、業務の自動化や効率化が進む一方で、偽情報の拡散や差別的なアルゴリズムのリ

スクが顕在化している。このような状況において、日本の法案は、技術革新を阻害しない柔軟な規制を採用しつつ、リス

ク管理を強化することで、社会的課題の解決を目指している[2][3][6]。 

さらに、AI 技術は安全保障の観点からも重要な位置づけを持つ。日本の法案では、AI を「経済社会の発展の基盤」とし

て位置づけ、国民生活の向上と経済成長を両立させることを基本理念としている[1][6]。これにより、AI 技術の適正な活

用を通じて、国民の安全と安心を確保しつつ、経済的な競争力を高めることが可能となる。 

また、生成 AI のリスクに対応するため、事業者名の公表や透明性の確保といった具体的な施策が盛り込まれている

[2][3][30]。これにより、悪質な事業者の活動を抑止し、AI 技術の信頼性を向上させることが期待されている。一方で、罰

則規定が欠如している点は課題として残るが、技術革新を阻害しないための配慮として評価される[3][30]。 

6.1.2 国際協調と独自性のバランス 



日本の AI 法案は、国際協調と独自性のバランスを取ることを重視している。例えば、G7 広島サミットで提唱された「広

島 AI プロセス」に基づき、国際的な AI 規範の策定に積極的に参画している[7][15]。このような国際協調の取り組みは、

日本が AI 分野での国際的なルール形成に貢献する重要なステップとなっている。 

一方で、日本の法案は、他国の厳格な規制とは異なり、ソフトローを中心とした柔軟なアプローチを採用している

[8][14]。例えば、EU の AI 法案がリスクベースアプローチを採用し、高リスク AI に対して厳格な規制を課しているのに

対し、日本の法案は、事業者の自主性を尊重しつつ、ガイドラインを通じて適正な対応を促進している[8][14][26]。この

ようなアプローチは、日本の産業構造や社会的背景に適したものであり、国際的なルール形成においても独自の視点を提

供している。 

さらに、日本の法案は、国際的な規範に基づく指針を整備することで、国内外の事業者が共通の基準に基づいて活動でき

る環境を整えている[1][6]。これにより、国際市場での競争力を維持しつつ、国内の技術革新を促進することが可能とな

る。 

6.2 他国との比較における位置付け 

6.2.1 柔軟性と規制の厳格さの違い 

日本の AI 法案は、他国と比較して柔軟性が高い点が特徴である。例えば、EU の AI 法案は、リスクベースアプローチを

採用し、高リスク AI に対して厳格な規制を課している[8][12][20]。具体的には、生成 AI によるコンテンツには「AI 生成

物」であることを明示する義務があり、違反した場合には高額な罰金が科される[12][20]。一方で、日本の法案は、罰則

規定を設けず、事業者名の公表や指導・助言を通じてリスク管理を行う柔軟なアプローチを採用している[2][3][30]。 

また、米国では、州ごとに異なる規制が進められており、業界の自主的な取り組みが重視されている[14][16]。これに対

し、日本の法案は、国としての基本方針やガイドラインを明確に示しつつ、事業者の自主性を尊重する点で、米国と EU

の中間的な位置付けにあるといえる[8][14][16]。 

中国の AI 規制は、国家主導で厳格な管理体制を敷いており、アルゴリズムの透明性やデータ管理を重視している

[8][23][45]。これに対し、日本の法案は、産学官の連携を通じた自主的な取り組みを推進しており、規制の厳格さでは中

国に劣るものの、柔軟性と技術革新の促進において優位性を持つ[8][23][45]。 

6.2.2 国際ルール形成への貢献 

日本の AI 法案は、国際ルール形成への貢献という観点でも重要な位置付けを持つ。G7 広島サミットで提唱された「広島

AI プロセス」に基づき、日本は国際的な AI 規範の策定に積極的に参画している[7][15]。この取り組みは、AI 技術の急速

な進化に対応しつつ、国際的なルール形成において日本が主導的な役割を果たすことを目指している。 

また、日本の法案は、OECD の国際指針や EU の AI 法案を参考にしつつ、日本独自の規制枠組みを構築している



[8][14][26]。これにより、国際的なルール形成において、日本の視点や経験が反映されることが期待されている。 

さらに、日本の法案は、国際協調を重視しつつ、国内の技術革新を促進するための柔軟な規制を採用している[1][6]。こ

れにより、国際市場での競争力を維持しつつ、国際的なルール形成においても積極的な役割を果たすことが可能となる。 

6.3 今後の課題と展望 

6.3.1 規制強化と罰則規定の導入 

日本の AI 法案は、柔軟性を重視した規制アプローチを採用しているが、罰則規定の欠如が課題として指摘されている

[2][3][30]。例えば、EU の AI 法案では、違反に対して高額な罰金が科される厳格な規制が設けられているが、日本の法案

では、事業者名の公表にとどまっている[12][20][30]。このため、悪質な事業者への対応が不十分であるとの批判がある。 

今後は、罰則規定の導入を検討し、リスク管理の実効性を高めることが求められる[2][3][30]。特に、生成 AI による偽情

報の拡散や差別的なアルゴリズムのリスクに対して、より具体的な対応策を講じる必要がある[2][3][30]。 

6.3.2 リスク管理の具体化と透明性向上 

日本の AI 法案は、リスク管理の具体化と透明性向上においても課題を抱えている。例えば、生成 AI による誤情報リスク

やバイアスのリスクに対する具体的な管理策が不足している[2][3][30]。これに対し、EU の AI 法案では、生成 AI による

コンテンツの透明性義務やデータ品質の確保が義務付けられている[12][20][30]。 

今後は、リスク管理の具体化を進めるとともに、透明性を確保するための施策を強化する必要がある[2][3][30]。例えば、

生成 AI によるコンテンツには「AI 生成物」であることを明示する義務を導入することが考えられる[12][20][30]。 

6.3.3 国際競争力の維持と環境負荷への対応 

日本の AI 法案は、国際競争力の維持と環境負荷への対応という観点でも課題を抱えている。例えば、生成 AI の利用拡大

に伴う計算リソースの増加やエネルギー消費の増大が環境負荷として問題視されている[27][34]。これに対し、具体的な

対策が示されていない点が課題である[27][34]。 

また、国際市場での競争力を維持するためには、国際的な規制基準との整合性を確保することが重要である[8][14][26]。

特に、EU の厳格な規制に対応するための施策を講じる必要がある[12][20][30]。 

今後は、環境負荷を軽減するための施策を強化するとともに、国際的な規制基準に適合した法整備を進めることが求めら

れる[27][34]。例えば、エネルギー効率の高い AI 技術の開発や、国際的なルール形成への積極的な参画が重要となる

[27][34]。 
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